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１ はじめに

なぜ触法障害者問題か？

「累犯障害者」とは？

～ 障害特有の問題へのケア（権利擁護）が充分でないために、
犯罪の繰り返しから抜けられない障害者

たとえば・・・

社会的孤立

生活スキルの未修得

誤学習の問題



１ はじめに

触法障害者問題が注目を集める背景

「刑務所の福祉施設化」

～ ケアの必要な受刑者が多数いる

＜平成１６年＞

山本譲司元衆議院議員の 「獄窓記」

→塀の中の実情を描いたノンフィクション



１ はじめに

触法障害者への権利擁護

◎ 権利擁護とは？

⇒ 障害等による生活上の課題への対処。こうした

対処を通じて、犯罪の連鎖から抜け出してもらいたい。

「住むところがない」 居住場所（ＧＨ等）

「働きたい」 就労支援

「持病がある」 医療支援

「家族や友達がいない」 デイケア等

「お金がない」 障害年金、生活保護



１ はじめに



１ はじめに



２ 刑事司法の基礎

犯罪とは

＝それに対して刑罰が科されるべき行為。

刑法や各法律（特別刑法）によって規律されている。

例）窃盗罪（刑法２３６条）

覚せい剤自己使用（覚せい剤取締法19条、41条の3第1号）



２ 刑事司法の基礎

刑事司法を語る上で重要な原則①

罪刑法定主義（憲法３１条）

何人も、法律の定める手続によらなければ、その生命若しくは自
由を奪はれ、又はその他の刑罰を科せられない。

法律により定められた行為についてのみ、犯罪の成立を肯定する
ことができるという考え方。



２ 刑事司法の基礎

刑事司法を語る上で重要な原則②

責任主義

行為者において、加害行為を行ったことについて責任が求められ
ること。

＊故意・過失（刑法38条1項）

罪を犯す意思がない行為は、罰しない。ただし、法律に特別の規
定がある場合は、この限りでない。

＊責任能力（刑法39条）

1 心神喪失者の行為は、罰しない。

2 心神耗弱者の行為は、その刑を減軽する。



２ 刑事司法の基礎

刑事司法を語る上で重要な原則③

法益保護主義（←→社会倫理主義）

刑法は、法的に保護に値する利益の保護を目的とし、法益を侵害
し、または侵害する危険をもたらす行為を犯罪として禁止・処罰
する。

個人的法益、社会的法益、国家的法益。



２ 刑事司法の基礎

刑事司法を語る上で重要な原則④

遡及法の禁止（憲法３９条）

何人も、実行の時に適法であつた行為又は既に無罪とされた行為
については、刑事上の責任を問はれない。又、同一の犯罪につい
て、重ねて刑事上の責任を問はれない。

行為の事後に制定された罰則を遡及して適用し、処罰をすること
は許されない！



２ 刑事司法の基礎

刑事司法を語る上で重要な原則⑤

親告罪

被害者の告訴がなければ公訴を提起することができない罪。訴追
や処罰を被害者の意思に委ねるのが適当だとの理由。

例）名誉毀損罪、侮辱罪、器物損壊罪等・・・。

＊強制わいせつ罪や強制性交罪（旧強姦罪）



２ 刑事司法の基礎

ちなみに･･･。

責任能力がなかったらどうなる？？

↓

犯罪者が野放しじゃないか！

①医療観察法

②精神保健及び精神障害者福祉に関する法律上の入院



３ 刑事手続の流れ

犯罪の発生
↓

逮捕・勾留（捜査・取調べ）
↓ ↓

検察官による起訴 不起訴（釈放）
↓

裁判官による判決
↓ ↓

刑務所 釈放

＊犯罪＝逮捕・勾留（身体拘束）ではない。
＊犯罪の発覚＝身体拘束ではない。



３ 刑事手続の流れ
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手続の流れ（捜査段階）
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３ 刑事手続の流れ

• この間の動き

①捜査機関（警察・検察）

・関係者・被疑者の取調べ

・証拠関係の収集

・検察官による処分検討

②弁護士（弁護人）

・被疑者との接見

・被疑者の身体拘束解放

・示談交渉

・環境の調整

・検察官による処分に対する意見

＊アリバイ探し ＊被疑者の自宅へ？？



検察官の処分（勾留満期までに行う）

起訴猶予 （≒釈放）
～ 刑事裁判を行わない

起訴 （≒身体拘束が続く）
～ 刑事裁判をするよう裁判所に請
求

◎ 略式罰金 （≒釈放）
～ 起訴の一種で形だけ刑事裁判をする

19



手続の流れ（公判段階）

捜査（約３週
間）

公判（約２～３か月間）

起
訴

判
決

被
告
人
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3 刑事手続の流れ

この間の動き
①検察庁
・裁判所へ提出する証拠の整理
・余罪の捜査
②弁護士
・被告人との接見
・被告人の身体拘束解放（保釈）
・示談交渉
・環境調整
③裁判官
・第１回裁判期日までは、事件の記録を見ない。
・重大事件、裁判員裁判対象事件では、公判前整理手続。



裁判官の判決の内容

懲役刑
～ 刑務所に収監されること、その

期間
執行猶予
～ 「収監」を「しない」こと

＊ 再犯をしなければ収監も
免除

◎ 保護観察
～執行猶予中、保護観察所の監督

22



3 刑事手続の流れ

身体拘束を受けない事件（在宅）

犯罪を行ったことが疑われるからといって、必ず身体拘束を受ける訳では
ない。

刑事訴訟法

検察官、検察事務官又は司法警察職員は、被疑者が罪を犯したことを疑う
に足りる相当な理由があるときは、裁判官のあらかじめ発する逮捕状によ
り、これを逮捕することができる（199条抜粋）。

裁判所は、被告人が罪を犯したことを疑うに足りる相当な理由がある場合
で、左の各号の一にあたるときは、これを勾留することができる（60条）。

一 被告人が定まつた住居を有しないとき。

二 被告人が罪証を隠滅すると疑うに足りる相当な理由があるとき。

三 被告人が逃亡し又は逃亡すると疑うに足りる相当な理由があるとき。



3 刑事手続の流れ

身体拘束を受けない事件（在宅）

１ 自宅にいながら、警察官・検察官による取調べ

＊同庁からの呼び出しあり。

２ 検察官による処分、不起訴であれば事件終了。

３ 起訴後、裁判所から公判期日の指定・呼び出し。

４ 判決。



４ 社会福祉士と刑事司法

なぜ社会福祉士が必要とされているか

弁護士の悩みと入口支援という考え方

【入口支援】

１ 弁護士が本人の障害に気づき、

２ 福祉職の協力を得て本人の障害の特性を見立て、

３ 環境調整を行い、

４ 更生支援計画書を作成・判断権者に提出する

＊具体的なケースによっては上記全てが必要という訳ではない。

＊いずれも、本人の同意が大前提！



弁護人が抱える課題

• 被疑者段階
①情報量が少ない

・ 警察の資料は捜査段階では見られない
・ 被疑者との接見が唯一の手がかり

②時間が足りない
・ 持ち時間は最大２３日
・ 接見の時間、回数にもおのずと限度が

③国家権力には抗えない
・ 弁護人は捜査に立ち会えない
・ 身体拘束も原則として解けない

26



弁護人が抱える課題

• 被告人段階

① 環境調整の難しさ

・ 親族の支援が期待できない

・ 就職先がない 生活費もない

・ そもそも釈放後の住居を用意できない

・ 弁護人ではこれらの手当はできない

② 弁護人としての活動の内在的限界

・ １件に使える時間と労力は無限ではない

・ 仕事の成果は報酬に反映されない

・ 刑事弁護に関連しないことはできない

・ 裁判が終われば弁護活動も終わる

27



４ 社会福祉士と刑事司法

社会福祉士が登場する場面①

弁護士が本人の障害に気づく、または違和感を感じた･･･。

↓

社会福祉士に接見に同行してもらう。

（目的）① 弁護人が被疑者・被告人の障害のためにコミュニ

ケーションが取れない場合のサポート

② 弁護人が「被疑者・被告人に障害があるのでは」

と疑っている場合のヒントの提供



４ 社会福祉士と刑事司法

社会福祉士が登場する場面②

•環境調整とは、被疑者・被告人の社会復帰時の生活手段（住
居・就労・生活費・医療）を整えること

→社会福祉士としての専門性

＊環境調整は「不起訴や執行猶予を得るため」だけに行うわけではなく、本人の

社会復帰後の地域への定着。



４ 社会福祉士と刑事司法

社会福祉士が登場する場面③

上記環境調整の結果を、検察官または裁判官に示す。

→更生支援計画書の作成、提出。

• 更生支援計画書とは・・・。

→社会福祉士等の専門家によって作成された被疑者・被告人の更生に向けたガイ
ドマップであり、なぜ彼らが犯罪に至ったかを分析し、将来自立したその人らし
い生活をしていくためにはどのような支援が必要かが記載されているものをいう
が、福祉や医療を利用した強固な環境調整を行い，結果として罪に問われた障が
い者等が犯罪に及ぶ原因である生きづらさを解消ないし軽減し，再犯に至らない
ようにするという意味で，罪に問われた障がい者等が累犯者になる可能性を可能
な限り低減させるという重要な意義を有する。

• 被疑者段階では検察官に、被告人段階では裁判官に提出。



４ 社会福祉士と刑事司法

社会福祉士が登場する場面④

判決後の局面

１ 判決で、執行猶予付判決や罰金刑となった･･･。

事前に行った各環境調整の結果を本人とともに実現していく。

２ 判決で、懲役刑（実刑）となった･･･。

いつかは地域へ戻ってくる。その際の受け皿（環境調整）

作り。

＊地域生活定着支援センター

＊寄り添い弁護士という考え方



４ 社会福祉士と刑事司法

平成２６年度セーフティネット支援対策等事業費補助金社会福
祉推進事業

「司法分野における社会福祉士の関与のあり方に関する連携ス
キーム検討事業」

↓

逮捕時、裁判段階等において、弁護士との連携のもと、福祉的な
支援を必要とする高齢者・障がい者等に対し、専門職である社会
福祉士が関与し、「接見」「アセスメント」「更生支援計画書の
作成」「居住環境の調整」「福祉・医療サービスの利用調整」等
の実践をモデル的に行った。



５ 日弁連の活動

日本弁護士連合会（日弁連）とは

日本弁護士連合会（日弁連）は、日本国憲法の制定にともない戦
後の司法制度が改革されるなかで制定された弁護士法に基づいて
1949（昭和24）年9月1日に設立された法人。その構成員（会
員）は、全国52の弁護士会、弁護士及び弁護士法人で、日本全
国すべての弁護士及び弁護士法人は、各地の弁護士会に入会する
と同時に日弁連に登録しなければならない。

北海道に弁護士会は４つ。札幌、旭川、函館、釧路。

＊北海道弁護士会連合会。



５ 日弁連の活動

罪に問われた障がい者等に対する司法と福祉の連携費用に関する意見
書（２０１７年（平成２９年）８月２５日）

罪に問われた障がい者・高齢者（以下「罪に問われた障がい者等」
という。）の国選弁護活動の中で，更生支援計画の作成等環境整備の
ために弁護人が支弁した適正な経費については，国選弁護に伴う費用
として支払われるよう求める。

具体的には，日本司法支援センターの「国選弁護人の事務に関する
契約約款本則」（以下「約款本則」という。）と「別紙報酬及び費用
の算定基準」（以下「算定基準」という。）を改正し，「福祉専門職
等（社会福祉士，精神保健福祉士その他福祉関連職をいう。以下同
じ。）の接見同行費用及び更生支援計画作成費用」の項目を新設する
など関連規定を整備されたい。



６ さいごに

① 入口支援への理解・協力

② 費用の国費化実現

③ 入口支援のその後（本人が地域社会で生活するために）

④ 刑事裁判に対する理解

⑤ 弁護士に対する教育


